（第９面）
	資 産 に 関 す る 調 書（個人用）
年　　月　　日現在

	資産の種別
	内　　容
	数　　量
	価格、金額（千円）

	現金預金
	
	
	

	有価証券
	
	
	

	未収入金
	
	
	

	売掛金
	
	
	

	受取手形
	
	
	

	土　　地
	
	
	

	建    物
	
	
	

	備　　品
	
	
	

	車　　両
	
	
	

	その他
	
	
	

	
	
	
	

	資　　　産　　　計
	

	負債の種別
	内　　容
	数　　量
	価格、金額（千円）

	長期借入金
	
	
	

	短期借入金
	
	
	

	未払金
	
	
	

	預り金
	
	
	

	前受金
	
	
	

	買掛金
	
	
	

	支払手形
	
	
	

	その他
	
	
	

	
	
	
	

	負　　　債　　　計
	

	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（第10面）

誓　約　書
申請者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条第５項第２号イからヘに該当しない者であるこ

とを誓約します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
都道府県知事　　様

（市長）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者

住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
別紙５
事業者、政令使用人、役員等名簿
	役職名等
	（フリガナ）
氏　　名
	本籍（※住民票のとおり記載、外国人の方は記載不要）

	生年月日
	
	現住所又は居住地（※住民票のとおり記載）

	
	
	本　籍
	

	　年　月　日
	
	現住所
	

	
	
	本　籍
	

	　年　月　日
	
	現住所
	

	
	
	本　籍
	

	　年　月　日
	
	現住所
	

	
	
	本　籍
	

	　年　月　日
	
	現住所
	

	
	
	本　籍
	

	　年　月　日
	
	現住所
	

	
	
	本　籍
	

	　年　月　日
	
	現住所
	

	
	
	本　籍
	

	  年　月　日
	
	現住所
	

	
	
	本　籍
	

	　年　月　日
	
	現住所
	

	
	
	本　籍
	

	　年　月　日
	
	現住所
	

	
	
	本　籍
	

	　年　月　日
	
	現住所
	

	
	
	本　籍
	

	　年　月　日
	
	現住所
	


　　　※　上記の者が廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第14条
　　　　第５項第２号の規定に該当する場合は、許可することができない。

別紙６

株主又は出資者名簿
　　　　株　主 ： 株式会社の株主で、発行済株式総数の100分の５以上の株式を有するもの
　　　　出資者 ： 株式会社以外の法人で、出資金総額の100分の５以上の額に相当する出資をして
　　　　　  　　　いるもの

	 発行済株式総数
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株
	 出資金総額
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	（フリガナ）
氏名又は名称
	生年月日
又は

設立年月日
	保有株式数又は出資額
	本籍（※住民票のとおり記載、法人及び外国人は不要）

	
	
	総額に対する割合
	現住所又は居住地（※住民票のとおり記載）

	
	
	株・円
	本　籍
	

	
	
	 　　　％
	現住所
	

	
	
	株・円
	本　籍
	

	
	
	 　　　％
	現住所
	

	
	
	株・円
	本　籍
	

	
	
	 　　　％
	現住所
	

	
	
	株・円
	本　籍
	

	
	
	 　　　％
	現住所
	

	
	
	株・円
	本　籍
	

	
	
	 　　　％
	現住所
	

	
	
	株・円
	本　籍
	

	
	
	 　　　％
	現住所
	

	
	
	株・円
	本　籍
	

	
	
	 　　　％
	現住所
	

	
	
	株・円
	本　籍
	

	
	
	 　　　％
	現住所
	

	
	
	株・円
	本　籍
	

	
	
	 　　　％
	現住所
	

	
	
	株・円
	本　籍
	

	
	
	 　　　％
	現住所
	


· 上記の者が廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第14条第５項
第２号の規定に該当する場合は、許可されない場合があります。
　

　　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙７
事業場の代表者である旨の申立書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
[image: image1.png]



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

私（当社）は、下記の者が廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第６条の10
　　　　　　に掲げる使用人（事業場の代表者）であることを申し立てます。
記

	１
	 　　　　職　　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 　　　　氏　　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	２
	事業場の代表者である理由

	
	


　　　　　　　※留意事項　　　事業場の代表者となる条件
　　　　　　　　　　　　　　　最低限、「申請者が行う産業廃棄物処理業務の契約権限が
　　　　　　　　　　　　　　　委任されていること」が必要です。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙８
   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
 　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
同時申請（届出）に関する申立書
　本申請（届出）における下記の添付書類については、　　　　年　　月　　日付で貴庁
	に同時に申請（届出）した
	
	産業廃棄物
特別管理産業廃棄物
	
	
	
	収集運搬業
処　分　業
	
	
	
	
	新規許可申請書

	
	
	の

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 変更許可申請書
 更新許可申請書

	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	変更届出書

	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


ものと共通しておりますので、添付を省略します。
記
添付を省略する書類のチェック欄に印をつけてください。
	ﾁｪｯｸ
	添      付      書      類

	□
□
□
□
□
□
□
	 収集運搬器材の写真（様式第６号の２第６面）
 誓約書（様式第６号の２第10面）
車両の貸借に関する証明書（別紙３）
法人登記事項証明書（法人）／住民票等（個人）
 役員・相談役・顧問・政令使用人及び株主又は出資者の住民票及び登記されていないことの証明書（後見登記等に関する法律に規定されるもの）又は法人の登記事項証明書（法人）
 政令使用人の住民票等及び登記されていないことの証明書（後見登記等に関する法律に規定されるもの）（個人）
納税証明書


	
	
	
	
	 　別紙11

	
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	副
	
	
	正
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	許可番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	許可 番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


優良認定制度について


　

産業廃棄物処理業の許可の更新申請時に、一定の基準（以下「優良基準」という｡）の適合性審査の申請を行うことができます。以下の優良基準を満たした場合、許可の有効期間が７年間となり、許可証に「優良マーク」が記載されます。また、優良認定業者の情報は、県のホームページ、「産廃情報ネット」、「優良産廃処理業者ナビゲーションシステム（優良さんぱいナビ）」等により、排出事業者等に広く紹介されます。

　　　　　　　　　「優良マーク」
＜優良基準＞

１　過去５年間（当該申請者が７年の有効期間に係る許可を受けた者である場合にあっては、当該許可を受けたときから申請の際までの間）、廃棄物処理法、に基づく特定不利益処分（他の都道府県・政令市における不利益処分を含む｡）を受けていないこと。

※特定不利益処分とは

廃棄物処理業に係る事業停止命令、

廃棄物処理施設に係る改善命令・使用停止命令

廃棄物処理施設の設置の許可の取消し

再生利用認定の取消し

広域的処理認定の取消し

無害化処理認定の取消し

廃棄物の不適正処理に係る改善命令

廃棄物の不適正処理に係る措置命令

２　５年以上の産業廃棄物処理業の実績を有すること。

３　事業活動に係る環境配慮の取組が、ISO14001、エコアクション21の認証制度により認められていること。

４　次に掲げる事項について、申請の際直前の半年間（当該申請者が７年の有効期間に係る許可を受けた者である場合にあっては、当該許可を受けたときから申請の際までの間）にわたり、インターネットで公開し、かつ、所定の頻度により（変更の都度又は１年ごとに１回以上）更新していること。

・会社情報（氏名又は名称、住所及び代表者の氏名等）

・許可内容（事業計画の概要等）

・産業廃棄物収集運搬業者である場合にあっては、低公害車の導入状況

・直前３年間分の財務諸表

・直前３年間分の収集運搬量

・料金表の提示、料金算定式の提示、個別見積もり等の料金の提示方法

・組織体制（社内組織、職務分掌等）

・生活環境保全上の利害関係者に対する事業場の公開の有無及び公開頻度

５　電子マニフェストの利用が可能であること。

６　財務体質の健全性に係る次に掲げる基準に適合していること。

・過去３年のうち任意の１年の自己資本比率が10％以上であること

・過去３年の経常損益の合計額に過去３年の減価償却費の合計額を加えて得た額が０円を超えること

・国税、都道府県税、市町村税、社会保険料、労災・雇用保険料の納付額に未納のものがないこと（過去３年間分、社会保険料は過去２年間分）

・廃棄物最終処分場について維持管理積立金の積立てをしていること

この場合にあっては、通常の許可申請時の提出書類に加え、当該審査に必要となる資料を提出する必要があります。

優良認定添付書類チェック表
	ﾁｪｯｸ
	申　請　書　類
	留    意    事    項

	□
	誓約書
	40ページの様式

誓約する期間は現在の許可の期間

	□
	事業の透明性に係る基準に適合することを証する書類
	「産廃情報ネット」により情報を公表・更新している場合には、同ウェブサイトで発行されるその旨を証明する書類

「産廃情報ネット」以外で情報を公開・更新している場合には、情報を公表・更新した時点における当該ホームページの該当部分をプリントアウトしたもの

	□
	環境配慮の取組に係る基準に適合することを証する書類
	ISO14001認定証、エコアクション21認証・登録証等

	□
	電子マニフェストに係る基準に適合することを証する書類
	(公財)日本産業廃棄物処理振興センターが交付する電子マニフェスト加入証

	□
	国税及び地方消費税を滞納していないことを証する書類
	税務署長が交付する納税証明書

※法人税及び消費税（地方消費税を含む。）

	□
	都道府県税を滞納していないことを証する書類
	都道府県税事務所長等が交付する納税証明書

※道府県民税・都民税、事業税及び不動産取得税

	□
	市町村税を滞納していないことを証する書類
	市町村長等が交付する納税証明書

※市町村民税・特別区税、固定資産税、事業所税及び都市計画税

	□
	社会保険料を滞納していないことを証する書類
	年金事務所長等が発行する社会保険料納入確認書等

	□
	労働保険料を滞納していないことを証する書類
	地方労働局長等が発行する労働保険料納入証明書等


誓 約 書
兵庫県知事　様 
　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日までの間、廃棄物の処

理及び清掃に関する法律施行規則（昭和46年厚生省令第35号）第９条の３第１

号に規定する特定不利益処分を受けていないことを誓約します。
年　　月　　日　　
住 所 
氏 名 

（法人にあっては名称及び代表者の氏名）　　 印 

【特定不利益処分】 

①廃棄物処理業に係る事業停止命令（法第７条の３及び第14条の３（法第14条の６におい

て準用する場合を含む。）） 

②廃棄物処理施設に係る改善・使用停止命令（法第９条の２及び第15条の２の７） 

③廃棄物処理施設の設置の許可の取消し（法第９条の２の２及び第15条の３） 

④再生利用認定の取消し（法第９条の８第９項（法第15条の４の２第３項において準用す

る場合を含む。） 

⑤広域認定の取消し（法第９条の９第10項（法第15条の４の３第３項において準用する場

合を含む。） 

⑥無害化認定の取消し（法第９条の10第７項（法第15条の４の４第３項において準用する

場合を含む。） 

⑦廃棄物の不適正処理に係る改善命令（法第19条の３） 

⑧廃棄物の不適正処理に係る措置命令（法第19条の４第１項、第19条の４の２第１項、

第19条の５及び第19条の６第１項） 
石綿含有産業廃棄物の取扱いについて
　兵庫県では、平成26年１月１日以降に許可（新規、変更、更新いずれの場合も含む。）又は書換えをした産業廃棄物収集運搬業許可証（積替え保管を含まない）については、「廃プラスチック類」「がれき類」「ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁器くず」３品目の後に「石綿含有産業廃棄物を含む。」または「石綿含有産業廃棄物を除く。」を記載しています。
　現在の許可証に「石綿含有産業廃棄物を除く。」と記載がなければ、石綿含有産業廃棄物の取り扱いが可能です。

限定の記載がない許可証については、許可及び書換え時に「石綿含有産業廃棄物を含む。」と記載します。「石綿含有産業廃棄物を除く。」と記載することを希望する場合は、更新申請時にあわせて、事業の一部廃止として、変更届出書を提出してください。
	区分
	許可証における記載

	石綿含有産業廃棄物を扱えない場合
	次のとおり、品目の後に括弧書きで限定の記載があります。

廃プラスチック類（石綿含有産業廃棄物を除く。）
がれき類（石綿含有産業廃棄物を除く。）
ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁器くず（石綿含有産業廃棄物を除く。）

	石綿含有産業廃棄物を扱える場合
	許可日、書替え日が平成26年１月１日前のものには「石綿含有産業廃棄物を含む。」の記載はありません。

廃プラスチック類
がれき類
ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁器くず

	
	許可日、書替え日が平成26年１月１日以降のものには「石綿含有産業廃棄物を含む。」と記載。

廃プラスチック類（石綿含有産業廃棄物を含む。）
がれき類（石綿含有産業廃棄物を含む。）
ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁器くず（石綿含有産業廃棄物を含む。）


優良産業廃棄物処理業者等で、平成２６年１月１日以前に交付された許可証の場合は、「(石綿含有産業廃棄物を含む。)」という記載はありません。この場合、「(石綿含有産業廃棄物を除く。)」と記載されていなければ、石綿含有産業廃棄物を取扱うことができます。

※　政令市（神戸市、姫路市、尼崎市、西宮市）が行う許可については、各政令市へお問い合わせください。
水銀使用製品産業廃棄物及び水銀含有ばいじん等の取扱いについて

　兵庫県では、平成29年10月１日以降に許可（新規、変更、更新いずれの場合も含む。）又は書換えをした産業廃棄物収集運搬業許可証（積替え保管を含まない）については、「水銀使用製品産業廃棄物を含む。」又は「水銀使用製品産業廃棄物を除く。」を記載しています。また、「燃え殻」「汚泥」「廃酸」「廃アルカリ」「鉱さい」「ばいじん」の６品目の後に「水銀含有ばいじん等を含む。」又は「水銀含有ばいじん等を除く。」を記載しています。
　現在の許可証にこれらの記載がなければ、水銀使用製品産業廃棄物及び水銀含有ばいじん等の取り扱いはこれまでどおり可能です。

限定の記載がない許可証については、許可及び書換え時に水銀使用産業廃棄物及び水銀含有ばいじん等の取扱いを確認し「水銀使用製品産業廃棄物を含む。」「水銀含有ばいじん等を含む／除く」を記載します。
※　政令市（神戸市、姫路市、尼崎市、西宮市）が行う許可については、各政令市へお問い合わせください。

●制度や添付書類の詳細については、


� HYPERLINK "http://www.kankyo.pref.hyogo.lg.jp/JPN/apr/kankyodata/sanpaiyuuryounintei/yuuryounintei.html" �http://www.kankyo.pref.hyogo.lg.jp/JPN/apr/kankyodata/sanpaiyuuryounintei/yuuryounintei.html�


をご覧うえ、環境省の「優良産廃処理業者認定制度運用マニュアル」を参照してください。
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